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インターネット専用投資信託の追加について 
‐２０１０年２月に３ファンドを追加‐ 

 
 
イオン銀行（本店：東京都江東区）は、２０１０年２月に、以下の３ファンドを追加い

たします。 
当行では、すでにインターネット専用ファンドを１５本お取扱いしておりますが、お客

さまの幅広いニーズにお応えするため、ファンドを追加するものです。今回の追加で、当

行のインターネット専用ファンドは合計１８本となります。 
今後とも、お客さまの要望に応えすべく、ファンドの充実を図ってまいります。 
 
 
【インターネット専用ファンド】 

ファンド名 運用会社 開始時期 
通貨選択型エマージング・ボンド・ファンド 
・中国元コース（毎月分配型） 

大和住銀投信投資顧問 ２月１日（月）

アジア・オセアニア好配当成長株オープン 
（毎月分配型） 

岡三アセット 
マネジメント 

短期豪ドル債オープン（毎月分配型） 大和住銀投信投資顧問 

２月２２日

（月） 

 
 
当行は、「お客さま第一」の理念の実現に向け、お客さまにとって「親しみやすく、便利

で、わかりやすい銀行」を目指しております。引き続きお客さまの声を真摯に受け入れ、

商品・サービスの充実に努めてまいります。 
 

 
以 上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



「通貨選択型エマージング・ボンド・ファンド・中国元コース」の商品概要 
名称 エマージング・ボンド・ファンド・中国元コース（毎月分配型） 

運用会社 大和住銀投信投資顧問 

ファンドの特色 

米ドル建ての新興国の政府および政府機関等の発行する債券を対中国

元で為替ヘッジする円建て外国投資信託証券を主要投資対象とし、高

水準のインカムゲインの確保と信託財産の成長を目指します。 
※他の通貨コース間とのスイッチングのお取扱いはしておりません。

申込手数料 
（税込） ３．１５％ 

信託報酬（税込） 純資産総額に対して年率１.５５４％ 
（年率０．０９％程度の管理報酬等が別途かかります） 

信託財産留保額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額に対し０．１％ 

その他費用 

売買委託手数料、監査報酬、組入資産の保管等に要する諸費用が当該

信託財産の中から差し引かれます。これらの諸費用は今後の組入有価

証券の取引状況、借入状況等に左右されるため、現時点で総額は未確

定であり、金額を明示することはできません。なお、これら費用は当

ファンドの基準価額に反映されます。 

当

フ

ァ

ン

ド

の

手

数

料 
当該手数料等の合計については、お客さまがファンドを保有される期間、売買金額等に応

じて異なりますので、表示することはできません。 

当ファンドの 
主なリスク 

当ファンドは、主に米ドル建ての新興国の政府および政府機関等の発

行する債券を実質的な主要投資対象とします。組入れた債券の値下が

りや、それらの発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する

外部評価の変化等により、基準価額が下落し、損失を被ることがあり

ます。また、当ファンドが主要投資対象にする外国投資証券は、主に

米ドル建て資産に投資し、対中国元での為替ヘッジを行いますので、

円に対する選択通貨の為替変動の影響を受けます。ただし、対選択通

貨で完全に為替ヘッジすることはできないため、円に対する米ドルの

為替変動の影響を受ける場合があります。 
また、中国元金利が米ドル金利より低い場合、米ドルと中国元との金

利差相当分のヘッジコストがかかることにご留意ください。外貨建資

産に投資しますので、為替の変動により損失を被ることがあります。

従って、お客さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価

額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

決算日 毎月１６日(当該日が休業日の場合は翌営業日とします。） 

収益分配 
毎決算日に、大和住銀投信投資顧問が経費控除後の利子・配当収入お

よび売買益（評価損益を含みます。）等の中から基準価額の水準等を勘

案して分配を目指します。 

＊詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 



「アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型）」の商品概要 
名称 アジア・オセアニア好配当成長株オープン（毎月分配型） 

運用会社 岡三アセットマネジメント 

ファンドの特色 

主としてアジア（日本を除く）・オセアニア地域の好配当の株式に投資

することにより高水準の配当収入の確保を目指すとともに、収益性、

成長性などから株価の上昇が期待できる銘柄に投資し、中長期的な値

上がり益の獲得を目指します。 
申込手数料 
（税込） ３.１５％ 

信託報酬（税込） 純資産総額に対して年率１.１０２５％ 
（実質的な信託報酬は純資産総額に対して年率１.６８％程度） 

信託財産留保額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額に対し０.３％ 

その他費用 

監査報酬は純資産総額に対して年率０.０１０５％(税込) 
売買委託手数料、組入資産の保管等に要する諸費用が当該信託財産の

中から差し引かれます。これらの諸費用は今後の組入有価証券の取引

状況、借入状況等に左右されるため、現時点で総額は未確定であり、

金額を明示することはできません。なお、これら費用は当ファンドの

基準価額に反映されます。 

当

フ

ァ

ン

ド

の

手

数

料 
当該手数料等の合計については、お客さまがファンドを保有される期間、売買金額等に応

じて異なりますので、表示することはできません。 

当ファンドの 
主なリスク 

アジア（日本を除く）・オセアニア地域の株式の価格は、株式の発行会

社の業績や財務状況、株式市場の需給、政治・経済情勢等の影響によ

り変動します。投資した株式の価格の上昇は、当ファンドの基準価額

の上昇要因となり、投資した株式の価格の下落は、当ファンドの基準

価額の下落要因となります。 
外貨建て資産は、為替相場の変動により円換算額が変動します。投資

対象通貨に対して円高は、外貨建て資産の円換算額の減少により、当

ファンドの基準価額の下落要因となり、投資対象通貨に対して円安は、

外貨建資産の円換算額の増加により、当ファンドの基準価額の上昇要

因となります。 
有価証券の発行会社の倒産や財務状況の悪化、および有価証券の発行

会社の財務状況に関する外部評価の変化等の影響により、投資した有

価証券の価格が大きく下落することや、投資資金が回収不能となる場

合があります。このような場合には、当ファンドの基準価額が下落し、

損失を被る可能性があります。 
外国の外貨不足などの経済的要因、外国政府の資産凍結などの政治的

理由、外国の社会情勢の混乱等の影響で、当ファンドの基準価額が下

落し、損失を被る可能性があります。 
決算日 毎月１０日(当該日が休業日の場合は翌営業日とします。） 

収益分配 
毎決算日に、岡三アセットマネジメントが経費控除後の利子・配当収

入および売買益（評価損益を含みます。）等の中から基準価額の水準等

を勘案して分配を目指します。 

＊詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
 
 
 



「短期豪ドル債オープン（毎月分配型）」の商品概要 
名称 短期豪ドル債オープン（毎月分配型） 

運用会社 大和住銀投信投資顧問 

ファンドの特色 
主に高格付けの豪ドル通貨建ての公社債および短期金融商品

へ投資することにより、安定した利息収益の確保を目指しま

す。 

申込手数料 
（税込） ２．１％ 

信託報酬（税込） 純資産総額に対して年率０.９４５％ 
信託財産留保額 ありません 

その他費用 

監査報酬は純資産総額に対して年率０.０１０５％以内（税込） 
売買委託手数料、組入資産の保管等に要する諸費用が当該信託財産の

中から差し引かれます。これらの諸費用は今後の組入有価証券の取引

状況、借入状況等に左右されるため、現時点で総額は未確定であり、

金額を明示することはできません。なお、これら費用は当ファンドの

基準価額に反映されます。 

当

フ

ァ

ン

ド

の

手

数

料 
当該手数料等の合計については、お客さまがファンドを保有される期間、売買金額等に応

じて異なりますので、表示することはできません。 

当ファンドの 
主なリスク 

投資対象の債券等は、経済情勢の変化等を受けた金利水準の変動に伴

い価格が変動します。通常、金利が低下すると債券価格は上昇し、金

利が上昇すると債券価格は下落します。債券価格が下落した場合、フ

ァンドの基準価額も下落するおそれがあります。 
投資対象となる債券等の発行体において、万一、元利金の債務不履行

や支払い遅延（デフォルト）が起きると、債券価格は大幅に下落しま

す。この場合、ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。ま

た、格付機関により格下げされた場合は、債券価格が下落し、ファン

ドの基準価額が下落するおそれがあります。 
当ファンドは、マザーファンドを通じて外貨建資産に投資するため、

為替リスクが生じます。また、当ファンドは原則として為替ヘッジを

行いませんので、為替変動の影響を直接受けます。したがって、円高

局面では、その資産価値が大きく減少する可能性があり、この場合、

ファンドの基準価額が下落するおそれがあります。 
決算日 毎月７日(当該日が休業日の場合は翌営業日とします。） 

収益分配 
毎決算日に、大和住銀投信投資顧問が経費控除後の利子・配当収入お

よび売買益（評価損益を含みます。）等の中から基準価額の水準等を勘

案して分配を目指します。 

＊詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【投資信託に関する留意点】 
・投資信託は預金や保険ではありません。 
・投資信託は預金保険制度･保険契約者保護機構の対象ではありません。また、当行でご購

入いただきました投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。  
・投資信託は、国内外の有価証券等（株式、公社債、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）、投資信

託証券等）に投資をしますので、投資対象の価格の変動、組入有価証券の発行者にかかる

信用状況等の変化、外国為替相場の変動、投資対象国の格付の変更等により基準価額が変

動します。  
・投資信託の運用による利益および損失は、投資信託をご購入いただきましたお客さまに帰

属します。  
・投資信託については元本および利回りの保証はありません。また、過去の運用実績は、将

来の運用成果を約束するものではありません。  
・当行はご購入・ご換金のお申込みについて取扱を行っております。投資信託の設定・運用

は各委託会社が行います。  
・投資信託のご購入にあたっては申込手数料（基準価額の最大 3.15％（税込））がかかる

ことがあります。また、換金時に信託財産留保額（基準価額の最大 0.50％）がかかるこ

とがあります。これらの手数料等とは別に信託報酬（投資信託の純資産総額の最大年

2.0475％（税込））と監査報酬、有価証券売買手数料、組入資産の保管等に要する諸費

用などその他費用等（運用状況等により変動し、事前に料率、上限額を示すことができま

せん。）を信託財産を通じてご負担いただきます。お客さまにご負担いただく手数料はこ

れらを足し合わせた金額となります。これらの手数料や諸経費等はファンドごとに異なり

ます。詳細は各ファンドの目論見書等をご確認ください。  
・投資信託のご購入に際しては、必ず最新の「目論見書」および「契約締結前交付書面」に

より商品内容をご確認のうえ、ご自身でご判断ください。一部の投資信託には、信託期間

中に中途換金ができないものや、換金可能日時があらかじめ制限されているものなどがあ

りますのでご確認ください。  
・投資信託は個人のお客さまのみ、また、原則として 20 歳以上のご本人さまによるお取引

きとさせていただきます。 
商号等：株式会社イオン銀行 
登 録 金 融 機 関  関 東 財 務 局 長 （ 登 金 ） 第 633 号

加入協会：日本証券業協会 
 
【ご注意事項】  
■当資料は、ニュースリリースとしてイオン銀行が作成した資料であり、法令に基づく開

示書類ではありません。  
■当資料に記載されている各事項は、作成時点のものであり、予告なしに変更する場合が

あります。 
 


